
地元消費促進運動

電子地域通貨
民間・行政協働のプラットフォーム

地域内の様々な取組・ヒト・モノを
デジタル地域通貨でつなぐ

地域課題の解決を
デジタル地域通貨で目指す

地域内
ポイントカード

公共交通

観光振興

地域商品券

健康づくり

SDGs推進

◆事業者のキャッシュレス
・DX推進

◆庁内各課の取組デジタル化
・DX推進

持続可能な
地域経済

デジタル社会
の実現

１ プロジェクトの目的

持続可能なまちづくり実現に向けた地域経済の活性化

民間・行政協働の地域内経済循環の基盤ツール「電子地域通貨」を導入し、

デジタル社会の実現と人口減少及びアフターコロナ時代における持続可能な地域経済を目指す。
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１ プロジェクトの目的

発行主体



地域通貨
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１ プロジェクトの目的

漏れを防ぐ

・国からの補助金等
・ふるさと納税
・観光客の使うお金

※仮想通貨との主な違い
仮想通貨は、市場の需給バランスによって価格が変動する。（仮想通貨の価値は法定通貨と連動しない）
地域通貨は法定通貨を単純に電子化したもので、価格は変動しない。（地域通貨の価値は法定通貨と同様）
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２ プロジェクトの全体像

●スマートフォンアプリ
アプリをダウンロード

●カード（二次元コード印刷）
窓口登録 等

地域通貨アカウント取得

●市内各所でチャージ可
・コンビニATM
・信組窓口

※その他、クレカ、銀行口座 機能

チャージ

●種類 地域通貨
行政・民間ポイント

●単位 １コイン=１円

地域通貨・各ポイント

●読取方式
・スマホアプリ
・カード

決済

【市】

【市民/その他利用者】
【加盟店】

【商工会議所・商工会】

地域通貨での支払い

商品、サービスの提供

行政ポイント付与
健康ポイント
SDGsポイント等

加盟店募集

事務局：糸魚川信用組合
【地域通貨振興協会（仮称）】

【市外ふるさと納税者】

寄附

【県】
連携

健康ポイント
地域通貨交換

地域通貨
システム

連携協定



３ 地域通貨機能

①電子マネー機能
●有償発行（利用者から代金を徴収して発行されるもの）
・通年実施
・チャージ時（又は決済時にa%上乗せ付与）

②ポイント機能
（行政ポイント）

●無償発行（利用者から代金を徴収せず発行されるもの）
・市が各施策ごとにポイント事業化（時期、期間等は各施策ごとで設定）
（プレミアム商品券のプレミアム分、健康づくりポイント、アンケート等）

③ポイント機能
（民間ポイント）

●無償発行（利用者から代金を徴収せず発行されるもの）
・市内民間団体ごとにポイント事業化（時期、期間等は各施策ごとで設定）
（商店街歳末キャンペーン、事業所が行う環境イベント等）

④その他機能
●店舗情報（店舗詳細・地図情報）※アプリ版のみ
●データ活用 等

①電子マネー機能

②③ポイント機能

④その他機能

電子地域通貨（準備）

R4年度 R5.4 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 R6.1 ２ ３ R6.4～

市）R5予算要求

信）システム導入契約

加盟店募集

運用開始

プレミアム商品券事業～R6.3

各ポイント
順次導入

順次導入

有効期間
●各マネーポイント毎に有効期限、条件、加盟店を設定可能
●当市では有効期間を発行日から６カ月未満内で設定（資金決済法の要件による）
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経済対策

●プレミアム商品券
●元気応援券
※チャージ時にプレミアム分を付与

●リフォーム補助金
※補助分を電子地域通貨で付与

SDGs推進

●環境ポイント
※環境イベント等参加時に付与

●各種普及啓発ポイント
※男女協働参画、人権等、各種講演会
参加時に付与

健康づくり

●健康ポイント
※歩数アプリと連携し、歩数に応じて
ポイント付与
※健康講座、健診等の参加時に付与

公共交通
●公共交通ポイント
※タクシーを加盟店化
※付与ポイント上乗せ

●利用促進ポイント
※乗車＋写真等のSNS発信に付与等

高齢者等支援

●高齢者等タクシー、バス券
※高齢者支援交通費を地域通貨で付与

●高齢者いこいの家事業
※利用券分を地域通貨で付与

●移動販売支援事業

観光振興
●観光ポイント
※市内外向けに宿泊・体験プレミアム
分の付与

●スキー場利用促進事業
※バス代、レンタル、スノースクール助
成分の付与

●サイクリング普及促進事業

子育て支援
●子ども誕生お祝いポイント
※お祝い事業の地域通貨化

●早寝早起き朝ごはん事業
※実践と効果データの登録に付与

●各種普及啓発ポイント
※講演会等参加者に付与

公共

●電子アンケートポイント
※各種回答者に付与

●公共料金支払い
※公共料金、施設使用料等に対応

定住支援

●若者応援
※出身学生及び定住者の18～22歳が
ネットワーク登録でポイント付与

※その他、ボランティア、交通安全、農林水産物普及、ジオパーク普及など各分野での活用が想定できる

７ 行政ポイント活用イメージ（将来の拡張性を含む）

各分野における既存事業を中心に、幅広く活用方法を各課で検討していく。
「デジタル化」による業務効率化とデータ活用、「インセンティブによる行動変容」により事業効果を高めていく。

※事業はイメージであり、今後庁内各課で検討し順次導入する
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商店街等

●商店街等独自ポイント
※チャージ時にプレミアム分を付与

SDGs推進

●環境ポイント
※団体が実施する環境イベント、企業
のCSR活動（一般募集）参加時に付与

健康づくり

●健康ポイント
※企業の福利厚生事業として、ポイン
ト付与

８ 民間ポイント活用イメージ（将来の拡張性を含む）

地域で実施する様々な取組でも活用し、事業効果を高めていく。
※当初から個別プロジェクトを全部受け付けるのは困難なため、商工団体等の団体からスタート

９ その他、アプリ機能（将来の拡張性を含む）

情報発信機能

●店舗情報等発信

その他

●マイナンバーカードと連携
したオンライン申請

7


